
平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７２２８）

（ ）２目 医務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

ドクターヘリ導入推 500 0 500 500

進事業

トータルコスト 4,643千円（前年度 0千円）

従事する職員数 正職員：0.5人

会議開催準備、資料作成、会議運営、会議参加、関係庶務、離着陸場調査主な業務内容

説 明

１ 事業の目的

、 （ ） （ 、 、救急搬送の充実を図るため ドクターヘリ 救急医療用ヘリコプター を３府県 兵庫県 京都府

鳥取県）共同による導入に向け運航体制の検討を行う。

【運航の方法】

（１）配備場所（基地病院） ： 公立豊岡病院組合立豊岡病院を予定

所在地：兵庫県豊岡市戸牧１０９４番地

病床数：５００床、常勤医師数：１０５人

救命救急センター、災害拠点病院

（２）運 航 範 囲 ： 配備場所（基地病院）から半径約１００ｋｍ

（３）搬 送 す る 病 院 ： ドクターヘリの配備病院、他府県の搬送可能な病院

（単位：千円）２ 事業の内容

区 分 事 業 内 容 予算額

ドクターヘリ３府県 ３府県での円滑な共同運航体制を確立するため、３府県調整会 245

調整会議 議に参加し検討する。

ドクターヘリ運航調 ドクターヘリの県内で効果的な活用を図るため、運航計画（要 209

） 。整委員会 領 の作成や各機関との連携を図る運航調整委員会を開催する

ランデブーポイント ドクターヘリの離着陸場の調査を実施する。 46

（離着陸場）調査

合 計 500

＜公立豊岡病院から各医療機関までの距離・所要時間＞
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７２２８）

（ ）２目 医務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

医療機関へのかかり 2,653 0 2,653 540 2,113

方啓発事業

トータルコスト 6,796千円（前年度 0千円）

従事する職員数 正職員：0.5人

、 、 、 、 、主な業務内容 イベント事前打合せ イベントＰＲ 資料作成 イベント会場設営 当日作業

啓発資料作成、出前講座企画・案内

説 明

１ 事業の目的

医師不足や夜間・休日に救急医療機関を利用する軽症患者の増加等により医師が過重労働になっ

ている。医師の働きやすい地域をつくり、地域の医療を守っていくため、行政、医療関係者、県民み

んなが地域医療の問題を自分たちの問題として考え、医療現場の実態を理解することが大切。

そこで地域医療の現状や医療機関のかかり方など地域医療を守るために県民一人ひとりができるこ

とについて啓発する。

２ 事業の内容

（単位：千円）

区 分 事 業 内 容 予算額

地域医療を考える県 夜間や休日の医療機関のかかり方などについて考える「地域 1,200

民会議 フォーラム 医療を考える県民会議（フォーラム 」を医師会の協力を得て（ ） ）

の開催 開催する。

ア 実施回数 ： 東部・中部・西部 各１回

イ 対 象 者 ： 一般県民

ウ 規 模 ： 集客：200人／回 時間：３時間

医師による出前講座 学校などを単位として、医師が直接、医療の現状について話 1,080

しをする出前講座を医師会の協力を得て、開催する。

ア 実施回数 ： 圏域ごとに１２回

イ 対 象 者 ： 保護者など

ウ 規 模 ： 集客：50～200人／回 時間：90分

啓発パンフレットの 医療の現状、医療を守るために一人ひとりができることを記 373

作成 載した啓発パンフレットを作成する。

合 計 2,653
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９０）

（ ）３目 保健師等指導管理費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

医師・看護職員の仕

事と育児の両立応援 9,950 0 9,950 9,950

事業

トータルコスト 13,264千円（前年度 0千円）

従事する職員数 正職員 0.4人

主な業務内容 補助金交付事務、制度広報、照会対応等

説 明

１ 事業の目的

医師や交代制勤務のある看護職員にとって、仕事と育児の両立は大変困難な状況にあり、これを

理由に退職する看護職員等は少なくない。このため、安心して仕事に取り組める職場環境づくりへ

の支援を行うことにより、医師･看護職員の離職防止及び再就業の促進を図る。

２ 事業の内容

医師・看護職員が、業務による突発的な理由により保育サービスを利用し、病院等事業者がその

利用料金の３分の２以上を負担する場合、県が利用料金の３分の１を助成する。

(1) 補助対象事業者

病院事業者、有床診療所事業者

(2) 補助対象とする主な保育サービスの種類

ファミリー・サポート・センター(市町村事業)、保育サポーター (21世紀職業財団事業)等

(3) 補助額

利用料金の３分の１

補助対象利用料金の上限額は１時間当たり８００円とし、１職員当たりの助成額は年間６５千

円を上限とする。

(4) 事業体系
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９０）

（ ）３目 保健師等指導管理費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

看護師養成に関する 2,682 0 2,682 2,682

あり方検討

トータルコスト 千円（前年度 千円）7,653 0
従事する職員数 正職員： 人0.6
主な業務内容 ニーズ調査用紙作成及び実施、検討会の開催、報告書作成等

説 明

１ 事業の目的

県内看護師の需要と供給のアンバランスにより慢性的な看護師不足が続いている中、県内定着

を促進し、資質の高い看護師の養成と確保を図るため看護師養成のあり方を検討する。

２ 事業の内容

○看護師養成に関するあり方検討会（仮称）

ニーズ調査の分析や分野別意見交換会での意見、他県の養成状況等を踏まえ、今後の看護師養成の

あり方について検討し方向性をまとめる。

【メンバー（案 】）

県医師会、県病院協会、県看護協会、鳥取大学医学部、県立病院、

県立看護専門学校、教育委員会、 、公認会計士等PTA

○事業の流れ ５ ～ ８月 ８月 ８～９月 ９月 月10

・アンケートによる意向調査 第 パ 第 第

高校生及び保護者、看護学生 １ ブ ２ ３

病院・診療所、保健福祉施設 回 リ 回 回

・インタビュー調査 検 ッ 検 検

看護学生、新卒看護師、 討 ク 討 討

離職看護師等 会 コ 会 会

・分野別意見交換会 メ

高等学校進路担当、病院看 ン

護部、看護教育機関等 ト

・他県調査
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７２２８）

（ ）２目 医務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新)

病院勤務医等環境改 26,360 0 26,360 25,058 1,302

善事業

トータルコスト 27,189千円（前年度 0千円）

従事する職員数 正職員：0.1人

主な業務内容 交付申請、審査、交付決定、支払、実績報告、実地検査、額の確定

説 明

１ 事業の目的

医師の過重な労働を緩和し、本来業務に専念できる体制の構築や勤務医等の処遇改善のため、医

師事務作業補助者を設置・充実させたり、分娩手当、救急勤務医手当を支給するなどの取り組みを

行う病院等に対して支援を行う。

２ 事業の内容

（単位：千円）

事 業 名 事 業 内 容 予 算 額 補助率

2,604 10／10医師事務作業補助 病院勤務医の業務負担を軽減し診療業務に専念でき

者設置経費補助金 るよう、医師事務作業補助者の設置・充実を図るた

め、専門研修への参加を支援する病院に対して、研

修参加する職員の代替に必要な経費を助成する。

＜補助対象医療機関＞

国公立病院、公的病院、民間病院

＜補助対象経費＞

代替職員人件費

6,960 １／３産科医師等確保支 産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分

援事業補助金 娩手当等を支給する分娩取扱い機関に対してその一

部を助成する。

＜補助対象医療機関＞

国公立、公的、民間の分娩取扱い医療機関

＜補助対象経費＞

分娩手当 １分娩当たり１０，０００円

16,796 １／３救急勤務医師確保 第２次救急医療機関に勤務する救急医の処遇改善を

事業補助金 図るため、休日･夜間において新たに救急勤務医手当

を支給する場合にその一部を助成する （宿日直手当。

・超過勤務手当は補助対象外）

＜補助対象医療機関＞

国公立病院、公的病院、民間病院

＜補助対象経費＞

救急勤務医手当（１人１回当たり）

休日昼間 １３，５７０円

夜間 １８，６５９円

合 計 26,360
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料
３款 民生費

２項 児童福祉費 総合療育センター（電話：０８５９－３８－２１５５）

（ ）５目 児童福祉施設費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(新) (雑入)

総合療育センター院 11,242 0 11,242 1,440 9,802

内保育事業

トータルコスト 12,071千円（前年度0千円）

従事する職員数 正職員：0.1人

評価委員会業務 委託業者募集業務 契約支払、利用料受入、予算決算業務主な業務内容 、 、

説 明

１ 事業の目的

育児と就業の両立、支援を行うことで、医師・看護師の欠員解消、専門職スタッフの確保するた

め、院内保育を実施する。

２ 事業の内容

○院内保育のあり方を検討する評価委員会を設置し、委託業者の選定を行う。

○当該評価委員会で実施状況の評価及び次年度以降の取り組みについて検討を行う。

○院内保育業務を民間事業者に外部委託する。

・評価会委員にかかる経費

報償費 ５６千円

特別旅費 １７千円

・外部委託にかかる経費

委託料 ９，６２４千円

・保育室整備にかかる経費

備品購入費 １，５４５千円 合計 １１，２４２千円

３ 院内保育事業の概要（案）

○事業開始予定 平成２１年７月

○実 施 形 態 民間事業者へ外部委託

○利 用 対 象 総合療育センター職員（非常勤職員含む）の子ども

○受 入 定 員 ６名

○受入対象年齢 ０歳児から満３歳の年度末まで

○開 園 日 月～土曜日（月２６日間）

○開 園 時 間 通常 ７：３０～１８：３０

延長 １８：３０～２１：００（週２回…月間８日間）

○利用 者 負担 近隣の院内保育所と同等程度を徴収予定
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平成２１年度鳥取県営病院事業会計当初予算説明資料

１款 資本的支出

１項 建設改良費

１目 設備改良費 病院局総務課（内線：７８８６）

（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

中央病院非常用電源 〈医業収益〉

設備更新等施設改修 34,952 0 34,952 34,900 52

事業

１ 事業の概要

非常時における電源確保のため、中央病院開設以来更新されていない非常用電源設備等の更新を行

う。

２ 事業内容

（単位：千円）

区 分 事 業 費 内 容

(1)非常用直流電源設備 設置後３３年が経過し老朽化が著しく、また、補修

更新 ２６，２５０ 部品の入手が不可能となっているため、蓄電池と合わ

せて更新を行う。

(2)非常用変圧器更新 ４，４４０

当該設備は、施設空調のため常にフル運転しており、

(3)空調用循環ポンプ ３，１８７ 劣化が進んでいる。そのため、インバータを設置し、

インバータ設置 ポンプの延命を図るとともに、省エネにも資すること

とする。

(4)実施設計委託 １，０７５ 上記(1)～(3)に係る設計委託料

合 計 ３４，９５２
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平成２１年度鳥取県営病院事業会計当初予算説明資料

１款 資本的支出

１項 建設改良費

１目 設備改良費 病院局総務課（内線：７８８６）

（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 〈医業収益〉

中央病院中央監視装 29,215 0 29,215 29,200 15

置更新事業

１ 事業の概要

設置後２２年が経過し老朽化が進んでいるとともに、補修部品の調達が困難となっている中央監視

装置の更新を行う。

※中央監視装置：中央病院における冷暖房、給排水などの集中制御を行うもの。

２ 事業内容

（単位：千円）

区 分 事 業 費 内 容

(1)中央監視装置設置及
○中央監視装置

び調整
２７，４６０ ○システム制御盤

○試運転調整 等

(2)実施設計委託 １，７５５

合 計 ２９，２１５
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平成２１年度鳥取県営病院事業会計当初予算説明資料

１款 資本的支出

１項 建設改良費

１目 設備改良費 病院局総務課（内線：７８８６）

（単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 〈医業収益〉

厚生病院病棟ナース 66,055 0 66,055 66,000 55

コール設備更新事業

１ 事業の概要

設置後１０年が経過し老朽化が進んでいるとともに、補修部品の調達、修繕が困難となっている

病棟設置のナースコール設備の更新を行う。

２ 事業内容

（単位：千円）

区 分 事 業 費 内 容

(1)ナースコール設備
○ナースコール親機 ６台

更新（病室ベッド等）
４２，４０４ ○子機 ３００台

○廊下灯 １３１機

(2)ハンディナースコー ○主装置 １式

ル設備更新 ４，４３６ ○PHS子機 １９台

(看護師携帯)

(3)仮設工事等 １，１９１ ○無線ナースコール（工事中の対応）

○配線工事等

(4)その他経費 １８，０２４ 共通費、設計委託料、消費税

合 計 ６６，０５５
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９５）

（ ）２目 医務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

医師確保対策推進事

業 92,249 72,856 19,393 92,249

トータルコスト 160,186千円（前年度：129,185千円）

従事する職員数 正職員：8.2人

主な業務内容 医師確保対策・専門研修支援事業事務用務、ドクターバンク派遣調整、地域医療

体験研修、臨床研修対策、奨学金募集・選考・貸付

説 明

１ 事業の目的

全国的に医師不足が問題となる中、本県においても医師不足による問題が顕在化してきており、県内の医

療体制の確保に大きな支障を及ぼさないよう医師の確保を総合的により一層推進する必要がある。

２ 事業の内容

（１ 【新規】県内医療機関求人情報発信事業）

県内医療機関の医師求人情報について、特に県外からの医師確保を促進するため、民間の医師就職情

報サイトに特設ページを設けて掲載し情報発信を強化することにより、県内医療機関の早急な人材確保を支

援する。

（２）各種医師確保対策

時点 実 施 施 策

大

○医師養成確保奨学金貸与事業学

鳥取大学医学部地域枠入学者、県内外の大学医学部入学者に対する奨学金の貸付及び奨学医

生の選考、制度の周知を行う。卒業後に一定期間の県内勤務を行った場合は、その返還を免除学

する。部

鳥取大学 貸付対象者 鳥取大学医学部（医学科）地域枠入学者在

医 学 部 貸 付 枠 新規：５人以内 継続：１５人学

地 域 枠 奨学金の額 月額１２万円（年額１，４４０千円）中

入学者枠 返 還 免 除 卒後、返還猶予期間内（貸与期間の１．５倍に相当する期間で、

臨床研修期間は除く）に知事の指定する県内医療機関に勤務した

場合に返還免除

一 般 枠 貸付対象者 県内外の大学医学部入学者

貸 付 枠 新規：５人以内 継続：２５人

奨学金の額 月額１０万円（年額１，２００千円）

返 還 免 除 卒後、返還猶予期間内（貸与期間の２倍に相当する期間（最大９

年）で、臨床研修期間は除く）に知事の指定する県内医療機関に

貸与期間の１．５倍に相当する期間（最大６年）勤務した場合に

返還免除
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時点 実 施 施 策

○とっとり地域医療を支える医師養成事業前

国の「平成１９年度緊急医師確保対策」に基づき、平成２１年度より設置される鳥取大学医学部ペ

特別養成枠入学者に対する奨学金の貸付を開始する。

ー

募 集 対 象 県内高校卒業（予定）者又は鳥取県に縁のある者ジ

貸 付 枠 ５人以内か

奨学金の額 月額１５万円（年額１，８００千円）ら

返 還 免 除 卒業後、一定期間（貸与期間の１．５倍に相当する期間 、知事が勤務を命の ）

じる県内の病院等に勤務した場合に返還免除続

き

○【拡充】地域医療体験研修推進事業

県内外の大学医学部の学生を対象に、県内の医療機関において地域の医療の実際を体験で

きる研修会を開催し、卒業後の県内定着の促進を図る。

【拡充】・県外医学生の参加を促進するため、参加学生の旅費・宿泊費を県が負担する。

医師、研修医等と行う「意見交換会」について、看護学生の現場体験研修会と合同で実施する。・

【新規／拡充】臨床研修医師確保支援事業初

（

○

県内の指導医養成を促進するため、厚生労働省が定める基準を満たす指導医講習会の開催を期卒

【新規】臨後 鳥取県医師会及び鳥取大学医学部に委託する。

（委託料：１，１６５千円×２箇所＝２，３３０千円）床１

鳥取大学医学部、県内の各臨床研修指定病院と連携して「鳥取県臨床研修指定病院協議会」研

～

による各種研修医確保事業の実施を支援する。修２

【拡充】年 ・事業内容拡充のため、負担金額を増額する。（負担金額１，７５０千円→２，１００千円）

）
（

後

○専門研修医師支援事業期卒

「鳥取県医師登録・派遣システム（鳥取県ドクターバンク）」に「専門研修医師支援事業」を設け、臨後

募集、選考、研修派遣を行う。床３

概 要 ・鳥取県ドクターバンクの定員枠を利用し、希望する医師を県職員として採研

～

用し、県外病院に対して研修派遣（６ヶ月～２年）を行う。修５

・研修医師に係る人件費は県負担 （業務に係る手当を除く ）年 。 。

・研修修了後は、研修期間に相当する期間の県内勤務を求め、習得技術の県目

内医療への還元を求める。

）

定 員 ３名以内

募集・選考 期間を限定して公募し、医療関係者等による選考を行う。

研修テーマ 本県で必要とされる分野にある程度限定する。病

（

（救急、総合医療、がん診療、小児、周産期など）院卒

等後

勤６

○【拡充】医師確保対策活動経費務年

・メールマガジン等による情報提供、ＰＲ等活動目

・県内勤務を希望する医師との直接交渉活動以

・ドクターバンク制度による県内勤務医師確保（子育て等離職医師復職支援研修含む ）降 。

（代診医派遣）

）

・地域医療支援事業
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９０）

３目 保健師等指導管理費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

看護師等確保対策事

業 2,810 4,146 △1,336 2,810

トータルコスト 千円 （前年度 千円）11,924 8,865
従事する職員数 正職員： 人1.1
主な業務内容 サマーセミナー等の実施、看護職員再就業事業の支援、メールマガジンの発信

説 明

１ 事業の目的

診療報酬改定による７：１看護体制等により看護職員の需要は増大し、慢性的看護師不足にさら

なる拍車がかかっている。そこで、県内外の看護職員養成所卒業者や潜在看護職員等を県内就業につ

なげるため、サマーセミナーや合同採用試験の拡充等により、看護師確保を推進する。

２ 事業の内容

(1) １,０２７千円【拡充】サマーセミナーの開催

対象：県内外の看護学生、潜在看護職員

内容：１看護現場体験セミナー

県内の病院・介護老人保健施設等の複数の現場を体験できるセミナーの実施。

県外看護学生等の参加を促進するため、参加者の交通費を県が負担。

２日間で最大４施設での体験が可能。

２看護学生、医学生合同交流会(新規)

、 、将来の医療従事者が一堂に会し 地域医療やチーム医療などについて意見交換を行い

交流を図る。また、看護師長クラスの看護職員や研修医指導医師に体験談などを語っ

てもらい、鳥取の医療に対する親近感を深め、県内就業に導く。

(2) （単位：千円）看護職員確保のためのその他の施策

区 分 事 業 内 容 予算額

メールマガジンの 対象：県内外の看護学生及び保護者、看護職を目指す高校生、潜在 40

配信 看護職員

内容：県内の医療・看護・就職情報等をメールマガジンとして配信

潜在看護職員再就 対象：潜在看護職員（看護職として従事していない看護有資格者） 767

業支援事業 内容：再就業への不安を軽減し就業の促進を図るため、病院が開催

する再就業支援研修の企画立案等を支援する。

県外看護職員養成 対象：県内出身者が在学する県外の看護職員養成施設等(関西･中国 598

施設訪問事業 地区を重点的に訪問)

内容：県内出身者が在学している県外養成施設等を訪問し、鳥取県

の看護情報や県内就業施設等をＰＲ

【拡充】鳥取県内 対象：大阪及び岡山(新規)会場での受験を希望する看護師等養成施 378

病院合同採用試験 設等卒業見込み者及び潜在看護職員

大阪・岡山会場 内容：大阪及び岡山会場で県内病院が合同で看護職員採用試験を行（ ）

うための事前調整及び試験の実施。

合 計 1,783
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９５）

（ ）２目 医務費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

へき地医療対策費

131,439 130,444 995 1,486 129,953

トータルコスト 178,664千円 （前年度 201,858千円）

従事する職員数 正職員：5.7人

主な業務内容 自治医科大卒業医師派遣業務、へき地保健指導所国庫補助等

説 明

１ 事業の目的

へき地医療・地域医療の充実を図るため、自治医科大学に負担金を交付し、地域医療を支える医

師の養成を図るとともに、卒業した医師を関係医療機関に派遣（卒業後９年間、県内自治体立病院

等での勤務義務がある）するとともに、市町村が設置する「へき地保健指導所」の運営費に対して

助成する。

２ 事業の内容

事 業 名 事 業 概 要 予算額

自治医科大学医師 へき地医療の充実を図るため、自治医科大学に負担金を交付し医 129,105

養成派遣事業 師を養成するとともに、卒業医師の研修及び岩美町他６市町村の

関係医療機関への派遣に要する経費である。

○自治医科大学運営費負担金 128,700千円

※定額の大学運営費負担金（H20 127,000千円）に加えて、平成

２０年度に定員増に伴って当県出身者から追加入学者(２名か

ら３名)が出ていることから、追加入学人数に応じて負担金額

が増額となる （年額1,700千円／人増）。

へき地保健指導所 へき地保健指導所（倉吉市関金町）の運営費に対する助成に要す 1,486

運営事業 る経費である。(国10/10)

事務経費 自治医科大学試験委員会運営事務 848

＜標準事務費＞ 自治医大卒業医師派遣に係る連絡調整、派遣要望調査 など

合 計 131,439
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料
４款 衛生費

健康政策課（内線：７８５７）１項 公衆衛生費

（ ）３目 予防費 単位：千円

財 源 内 訳
備考事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較

起債 その他 一般財源国庫支出金

新型インフルエンザ

対策事業 11,878 8,357 3,521 4,708 7,170

トータルコスト 30,934千円（前年度 14,751千円）

人従事する職員数 正職員：2.3

主な業務内容 協議会、研修会の開催等

説 明

１ 事業の目的

新型インフルエンザの発生が危惧される中、県内での新型インフルエンザ発生に備え、迅速かつ

的確な対応が図られるよう、関係機関の連携強化、医療従事者の育成等を行う。

○新型インフルエンザ流行時の被害想定

区 分 鳥取県 全 国

罹患者数 約152,500人 約3,200万人

医療機関受診患者数 約71,500人 ～ 119,200人 約1,500万人 ～ 2,500万人

入院患者数 約3,230人 ～ 12,200人 約53万人 ～ 200万人

（１日最大数） （480人） （10.1万人）

死亡者数 約810人 ～ 3,050人 約17万人 ～ 64万人

※出典： 鳥取県新型インフルエンザ対応行動計画」より「

（単位：千円）２ 事業の内容

予算額区 分 事 業 内 容

【新規】医療機関等連携体制の 本県の新型インフルエンザ対応における発 2,123

、 、整備 熱外来や入院医療機関の整備等について 県

医師会、医療機関等からなる連携会議を県及

び二次医療圏毎で開催する。

【新規】医療従事者等研修 新型インフルエンザ患者の治療に対応でき 2,719

る医療従事者の増を図るため、呼吸器科、小

児科等以外の医療従事者に対する研修を実施

するほか、発生時の初動体制の強化を図るた

め、保健所職員に対する研修を実施する。

303鳥取県抗インフルエンザウイル タミフル等の抗インフルエンザウイルス薬

ス薬対策委員会 の安定供給体制について協議する。

1,099検査試薬等 衛生環境研究所において行う検査に要する

経費。

【拡充】患者移送車の配備 新型インフルエンザ等の感染症患者を移送 5,634

するための車両を配備する。

・配備箇所：中部総合事務所

・配備台数：１台

（東・西部については配備済み）

合 計 11,878

（参 考）２０年度の取組

１ 保健所職員用感染防護具の整備（5,000人分）

２ 発熱外来用感染防護具の整備（10箇所分）

３ 入院受入医療機関の整備する人工呼吸器、感染防護具の整備に対する助成（15医療機関）
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料
４款 衛生費

１項 公衆衛生費 健康政策課（内線：７２０２）
（ ）８目 健康県づくり推進費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

（ ）「健康づくり文化」 雑入

創造事業 12,422 14,038 △1,616 532 24 11,866
トータルコスト 57,990千円（前年度 55,522千円）
従事する職員数 正職員：5.5人、非常勤職員：2.0人
主な事業内容 みんなでげんきチャレンジ事業 「げんき」に歩こうとっとり事業等、
説 明
１ 事業の目的

県民一人ひとりが健康づくりの大切さを認識し、日常的に、地域全体で良い生活習慣を実践しよう
という機運を盛り上げるとともに、それぞれが支え合う環境をつくり、世代を超えて受け継がれてい

。く「健康づくり文化」の創造へ繋げる
特に、２１年度は子どもから高齢者まで年齢や体力に応じて 「ウォーキング」を通して健康づく、

りに取り組もうという機運を盛り上げる。

（ ）２ 事業の内容 単位：千円
区 分 事 業 内 容 予 算 額

2,458【新規】 小・中学生とその保護者を対象に、ストレッチと食事について
みんなでげんき の簡単な取組を日々実践する「モデル事業」と、それを全県に普
チャレンジ事業 及する「普及啓発事業」を実施する。

(１)モデル事業
モデル家庭で「生活場面別ストレッチ」と「食事チェックカ

ード」による点検を実践し、効果を検証する。
(２)普及啓発事業

○「みんなでげんきチャレンジフェスティバル」の実施
【内容】
・ 生活場面別ストレッチ」体験「
・モデル事業事例発表
・基調講演
・健康食試食等

○ストレッチ体操のＤＶＤによる啓発
【新規】 ウォーキングを通じて健康づくりに取り組む機運を盛り上げる 1,300
「げんき」に歩こ ため、ウォーキングフォーラム等を行う民間団体に支援する。
うとっとり事業 (１)「ウォーキングフォーラム 鳥取」事業in

ウォーキングの効用や先進的な取組などについて語るフォー
ラムを開催する「未来ウォーク実行委員会」に対し、事業費の
一部を助成する。
【補助内容】

＜補助団体＞未来ウォーク実行委員会
＜補 助 率＞事業費の１／２(上限３０万円)

(２)げんきウォーキング支援事業
ウォーキングを県民に広めていくための活動を行っている又

は行おうとしている団体を公募で募集し、企画の実現性、効果
等を検討し、ウォーキングの普及に資する事業を企画した団体
にその活動経費の一部を助成する。
【補助内容】

＜補助団体＞５団体（市町村を除く）
＜補 助 率＞事業費の１／２(上限２０万円)

健康づくり応援施 健康づくりに積極的に取り組む施設・店舗(個人)を「健康づく 416
設(団)支援事業 り応援施設（団 」に認定し、地域の健康づくりに協働して取り）

組んでいただき、県民の健康づくりの環境整備を推進する。
【応援施設】

＜運動＞個人の体力・能力に応じたスポーツ運動の指導、正
しいウォーキング方法についての指導を行う体育館
やスポーツクラブ等の施設

＜食事＞ヘルシーメニューの提供、メニューの栄養成分表示
を行うレストランや飲食店等の施設

＜禁煙＞禁煙、分煙を行う医療機関や学校等の施設
【応援団】

地域において、食事・運動・禁煙の各分野ごとに健康づくり
の普及活動を自主的に行っている団体又は個人

5-(4)-15



（ ）単位：千円
区 分 事 業 内 容 予 算 額

生活習慣病予防について身近な人々に普及啓発していくサポー 583生活習慣病予防
ターを育成する。サポーター事業

・運動サポーターの養成
・禁煙サポーターの養成

1,500働き盛りの健康 市町村が実施主体となって、働き盛りをターゲットに地域や職
づくり支援事業 域と連携して先駆的な普及啓発活動に取り組む事業に対して助成

する。
【補助内容】

＜補助団体＞市町村（東・中・西部各２）
＜補助対象＞運動・食事・禁煙をテーマとした先駆的な健

康づくりの取組
＜補 助 率＞事業費の１／２(上限２５万円)

我が社の健康づく 具体的な健康づくりの目標を掲げて職員の健康づくりに取り組 264
りモデル事業 む事業所をモデル事業所に指定し、取組を支援する。

＜期 間＞・特定健診・特定保健指導が開始された平成２０
年度から、効果測定が可能となる平成２２年度
にかけての３か年事業

・平成２１年度は、平成２０年度に指定した事業
所の２年目支援

＜対 象＞市町村圏域をまたがって通勤する従業員を抱える
中規模の事業所（東部：鳥取県商工会連合会、

中部：株式会社エナテクス、西部：博愛苑）
＜目 標＞「男性職員の腹囲合計２０センチ減」

「女性職員の体脂肪率平均２％減」等
＜手 法＞・県がモデル事業所に対し、取り組みに必要な運

動グッズ（歩数計、セラバンド）等を貸し出す
・健康運動指導士等をモデル事業所へ派遣するこ

とにより、事前評価・運動処方・中間評価・フ
ォロー研修・効果測定等を実施。

1,065健康づくり文化 「健康づくり文化創造推進県民会議」の運営
創造事業の推進 県民の健康づくりに関わる関係団体の代表者等により「健康
体制整備 づくり文化創造プラン」推進のための具体的な施策について検

討する会議を開催する。

健康づくり文化創造推進県民会議
方 針 (２１名) 関 健
決 定 係 康

団 づ
体 く

議論 議論 議論 に り
よ の

専門会議 専門会議 専門会議 る 県
（運動） （食） （心と体） 推 民

進 へ
連 携 情報の共有 活 の

動 定
各圏域の協議機関 着

その他の事務費 東・西部総合事務所福祉保健局非常勤職員（各１名）人件費 4,836
合 計 12,422
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料
４款 衛生費

１項 公衆衛生費 健康政策課（内線：７７６９）

（ ）９目 生活習慣病予防対策費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

がん対策強化事業 23,664 23,88047,544 52,136 △4,592

トータルコスト 53,344千円（前年度 57,464千円）

従事する職員数 正職員：0.7人

主な業務内容 がん検診啓発業務、イベント業務、関係団体との調整業務、補助金業務

説 明

１ 事業の目的

「 」 、平成２１年４月に策定した 鳥取県がん対策推進計画 において定めた全体目標を達成するため

総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

特に、２１年度は新たに「がん検診受診率向上プロジェクト2009」を立ち上げ、がん検診の受診

率向上に重点的に取り組む。

（単位：千円）２ 事業の内容

区分 事業内容 予算額

がん検診受診率向上 がん死亡率(75歳未満の年齢調整死亡率)を２０％減少させる 6,880

プロジェクト2009 ため、がん検診の受診率５０％を目標に定め、次の事業に取り

組む。

【新規】 県民が休日にがん検診を受診できる機会を増やすため、市町

休日がん検診支援 村が休日にがん検診車を使用する場合に必要となる検診車休日 (3,066)

事業 割増費用の一部を支援する。

・補助率：2/3（国1/3、県1/3、[市町村1/3]）

【新規】 未受診者掘り起こしのため、休日の大型ショッピングセンタ

がん検診未受診者 ーにおいて、がんの早期発見に向けたパネル展や冊子の配布等 (965)

、 、掘り起こしモデル の啓発活動を実施するとともに 臨時のがん検診会場を設置し

事業 受診者の利便性向上に向けた試験的な取組を実施する。

・実施主体(委託先)：鳥取県保健事業団

・内容：イベント前広報、パネル展示及び啓発物資の配布、

（ ）検診会場設営 検診自体は市町村が主体となって実施

【新規】 死亡者数が増加している大腸がんについて、がん検診に関心

大腸がん撲滅県民 を持っていただき、受診率向上に繋げるためイベントを開催す (237)

フォーラム る。

・実施主体：鳥取県(主催)、BRAVE CIRCLE(後援)

・内容：講演、パネルディスカッション（有識者等）

パネル展、クイズラリー

【新規】 がん検診の受診状況が優れている市町村、また、受診率向上

市町村がん検診表 に向けて創意工夫を凝らした取組を積極的に進める地域等を表 (305)

彰事業 彰することにより、優良事例を紹介するとともに、がん検診受

診率向上を図る。

がん検診受診啓発 がん及びがん検診に対する正しい理解を普及啓発し、受診勧

新聞折込チラシ 奨を行うため、新聞折込を実施する。 (920)

女性のがん検診普 乳がん検診の普及啓発を行う全国的な取り組みである「ピン

及啓発事業 クリボン運動」と連動し、県東部地区においてピンクリボンイ (1,387)

ベントを実施する。

・実施主体：鳥取県

、 、 、・内容：マンモグラフィ検診 乳がんセミナー パネル展示

クイズラリー、ライトアップ
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（単位：千円）

区分 事業内容 予算額

【拡充】 がん患者団体の活動や、団体間の連携を促進するため、先進 535

がん患者団体活動促 的な活動を行っている他県のがん患者団体との交流、意見交換

進支援事業 を実施する。

・実施主体：鳥取県

・内容：先進的な活動を行っているがん患者サロンの視察、

患者団体リーダーによる意見交換

緩和ケア研修事業 がん診療に係る緩和ケアの充実を図るため、医療従事者の緩 824

和ケア研修を実施する。

(1) 緩和ケア基本教育研修

疼痛管理、コミュニケーションに係るワークショップ

（がん診療連携拠点病院により実施）

(2) 緩和ケア実地研修

県内緩和ケア病棟における現場体験研修

(3) 緩和ケアチーム指導者派遣研修

県外先進医療機関における現場体験研修

がん診療連携拠点病 がん診療の拠点としてがん診療連携拠点病院が実施する次の 39,095

院機能強化事業 事業に対して財政支援を行う｡

・主な事業

、がん医療従事者研修､地域医療機関の連携に関する業務

院内がん登録の促進、がん相談支援業務、普及啓発・情報

提供

・各拠点病院事業計画額

県立中央病院 １８，０１０千円

鳥取市立病院 １５，５７４千円

県立厚生病院 ５，５１１千円

・補助率：10/10（国1/2、県1/2）

がん対策推進計画評 「鳥取県がん対策推進計画」において定めた目標の達成を推 210

価・検討事業 進するため、がん対策の取組状況を評価・検討する会議を開催

する。

合 計 47,544
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平成２１年度一般会計当初予算説明資料

４款 衛生費

４項 医薬費 医療政策課（内線：７１９０）

（ ）３目 保健師等指導管理費 単位：千円

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

起債 その他 一般財源国庫支出金

(雑入)看護職員等充足対策

費 449,967 401,628 48,339 17,540 21 432,406

トータルコスト 459,909千円（前年度411,676千円）

従事する職員数 正職員：1.2人、非常勤職員：2.0人

主な業務内容 補助金交付事務、看護職員修学資金貸付事業

説 明

１ 事業の目的

看護職員の修学や養成に対して支援するとともに、離職防止に努め、県内で就業する看護職員の

確保を図る。

２ 事業の内容

１）県内の看護職員等の確保のために、養成施設に在学する学生に対する修学資金の貸付に要す

る経費である。

○看護学生等修学資金貸付事業 391,418千円 (財源)単県

貸 付 対 象 新規貸付者 継続貸付者

看護職員養成施設 ２５０人 ３７９人

等在学生

理学療法士養成施設 ８０人 ２２２人

等在学生

○鳥取大学医学部保健学科看護学専攻地域枠推薦入学生奨学金貸付事業

14,400千円 (財源)単県

新規貸付者 １０人 継続貸付者 １０人

２）県内の看護職員等の離職防止を目的とした病院内保育所の運営費補助に要する経費である。

○病院内保育所運営事業補助金 11,992 千円 （単位：千円）

保育施設名 補助金額 補助率

養和病院院内保育所 2,190 国 1/3、県 1/3、事業者1/3

清水病院院内保育所 2,190

大山ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院院内保育所 2,736

済生会境港総合病院院内保育所 1,368 県 1/3、事業者2/3

鳥取市立病院院内保育所 1,368 県（市町村補助額の半分）

智頭病院院内保育所 2,140 （上限、基準額の1/3)

合 計 11,922

３）看護師等養成所の運営費補助に要する経費である。

○看護師等養成所運営費補助金 27,964 千円 （単位：千円）

養 成 施 設 補助金額 財源 備 考

鳥取看護高等専修学校 9,128 国1/2 専任教員の人件費等看護学校の

倉吉看護高等専修学校 9,839 県1/2 運営に要する経費に対して助成

米子看護高等専修学校 8,997

合 計 27,964
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